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1. はじめに 

近年，集中豪雨や局所的豪雨の増加により，地盤災害は毎年

のように発生しており，防災・減災への取り組みが重要になっ

ている．国土交通省によると，土石流や地すべり，がけ崩れが

発生する件数については近年増加傾向 1)が見られるが，これは近

年降水量が増加 2)していることなどが理由として考えられる．  
高速道路会社では，渓流調査を行い，高速道路に影響を与え

ると判断された渓流に対して，堰堤等，対策施設の設置を求め

る協議を地方自治体に対して行う．しかし，自治体にて全渓流

に対して対策を行う事は困難であるため，対象から外れた渓流

に対して自衛対策を行う場合もある．その際，高速道路用地内

の利用可能な空間には制約があるため，限られた用地で，効率

的な対策を行う必要がある．吉村ら 3)は，高速道路に付随する側

道のような平坦部の存在が土石流被害を低減するケースがある

ことに着目し，このような平坦地を考慮した土石流模型実験を

行い，土石流流体力が低減されることを確認した．本論文で

は，吉村ら 3)の実験結果を基に，土石流流体力の低減係数を算出

し，その値を用いて土石流対策施設（以下，「対策施設とい

う」）の設計計算を行った結果を述べる．  
2. 平坦地による土石流流体力の低減効果 

対策施設の設計では，外力は対策施設に対して最も危険な状

態とし，堆砂地が土石流の水深 Dd だけ残して堆砂した状態で対

策施設に直撃するように考える 4)．そのため土石流流体力の設定

が対策施設の設計に大きく影響しうると考えた．  
吉村ら 3)の実験結果を基に算出した，対策施設の位置と基準疑

似流体力に対する疑似流体力の比の関係を図-2 に示す．疑似流

体力とは，対策施設全面に土砂が堆積し始める直前の動的荷重

の最大値で定義しており (5，基準疑似流体力とは，渓流出口から

の対策施設位置が 0 の疑似流体力（実験結果の平均値）を指す．  
対策施設の位置 2m 以降は疑似流体力に大きな低下がみられな

いことから，ばらつきを安全側に考慮し，2m 位置の最大値に誤

差αをさらに足した値 0.71 を対策施設設計に用いる土石流流体

力の低減係数とした．  
なお，この低減係数を適用することが可能な渓流諸元は， 

表-1 のとおりである．実験で再現した渓床勾配より適用できる

渓流の勾配は 20°以上 25°以下とした．対策施設設置が渓流出

口から 0m から 2m の間については，土石流流体力の減少傾向が

不明なため適用外とした．  
3. 維持管理段階における土石流対策施設 

近年の気象条件の変化により，供用路線で地盤災害のリスク

が高まっている箇所があり，そのような箇所では維持管理段階

において，更なる安全性を確保する必要がある．この段階で

は，既に道路構造が定まっているため，路線のシフトやカルバ

ートボックスの設置は難しい．高速道路用地外での対策につい

ても，関係者との協議等が必要になり，対策がとられる場合は

少ない．このような背景から，用地内に設置可能な対策施設が

 

図-1 土石流対策施設に働く外力の例 

 

図-2 渓流出口からの対策施設の位置と  

疑似流体力/基準疑似流体力の関係 

 

表-1 土石流流体力の低減係数 

適用条件  

低減係数 設置位置 渓床勾配(θ) 

渓流出口から 2m 以上

の平坦部を挟んだ地点 

20°以上 

25°以下 

渓床勾配θ 

20°≦θ≦25° 

 

 

写真-1 高エネルギー吸収型防護柵 
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求められている．その例として，写真-1 に示す高エネルギー吸収型

防護柵（以下，「高エネ柵」という）や写真-2 に示す自立式フェン

ス防護柵（以下，「フェンス柵」という）などが高速道路事業で採

用されてきた．  
高エネ柵はたわみ構造であるため，対策施設として本線際に設置

した際，ネットフェンスが土石流の衝撃でたわむ可能性を考慮する

必要があるほか，ワイヤーやそれを固定するアンカーを施工するた

めに広い用地を必要とする．そのため，用地の追加買収が建設段階

に比べ，より困難である維持管理段階では，対策施設全体を用地内

に収めることが可能なフェンス柵での対策が求められる． 

4. 土石流対策施設の検討  
フェンス柵および高エネ柵について，捕捉可能土砂量 1,000m3 で設計された対策施設が，土石流流体力の

低減係数を考慮することで，捕捉可能土砂量が増加するか検討を行った．  
 表-2 に平坦地による土石流流体力の低減効果を考慮した捕捉土砂量の比較結果を示す．フェンス柵では，

捕捉可能土砂量 1,000m3 で設計された対策施設が，低減係数を適用することによって，1,500 m3 までの土石

流を捕捉することが可能となる結果が得られた．高エネ柵についても，フェンス柵と同様に，捕捉可能土砂

量が 500 m3 増加する結果となった．  

表-2 に示すとおり，今回検討を行った条件では，フェンス柵に低減係数を考慮することで，高エネ柵と

同程度の土砂量を捕捉することが確認できた．この結果から，渓流出口と土石流対策施設の間に 2m 以上の

平坦地が存在する場合，従来の考えでは，用地の制約により，高速道路用地内に対策施設の設置が困難であ

った現場においても，土石流対策が可能となる場合があるといえる． 

5. まとめと今後の課題  
1) 土石流流体力の低減効果を考慮することによって，対策施設の仕様を変えることなく，従来設計と比べ

て捕捉可能な土砂量を 500m3 程度増加させることができる． 

2) 対策施設の形式がフェンス柵を選択可能になることで，高速道路用地内での土石流対策が可能になる場

合がある． 

吉村らの土石流模型実験は，渓床勾配を 20°で固定して行った実験である．そのため，低減係数を適用で

きる渓流を制限している．渓床勾配を変化させた実験を行い，さらなる適用範囲の拡大を行うことが今後の

課題である． 
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写真-2 自立式フェンス防護柵 

表-2 土石流流体力への低減係数考慮の有無による土石流捕捉量の比較 
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